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当社子会社における不適切行為に係る調査結果及び今後の取り組み等について 

 

当社は、2022 年 5 月 9 日に公表いたしました子会社である日本製鋼所 M&E 株式会社（以下「M&E 社」と

いいます。）における製造検査に関する不適切行為につきまして、同月 20 日付で外部の弁護士から構成さ

れる特別調査委員会を設置し、調査を行ってまいりましたが、この度、特別調査委員会による調査が完了し、

本日付にて調査報告書を受領いたしました。 

今般、同報告書によって①不適切行為の範囲が、既に開示済の電力製品等に限らず、M&E 社の素形材

事業全体に及んでいた事、②同調査に際して委員会に指摘されるまで自主的に申告しない等の行為が散見

され未だ反省に基づく十分な自浄作用が働いていない事が判明しました。当社としては、これらの事実と特

別調査委員会の提言とを重く、また真摯に受け止め、再発の防止に向けた制度・風土改革に全社・全グルー

プを挙げて取り組み、関係する皆様からの信頼の回復に努めてまいります。 

同委員会による調査結果と再発防止に向けた提言とを踏まえた、当社グループの今後の取り組みにつき、

下記の通りお知らせいたします。 

本件につきましては、お客様や株主の皆様をはじめとする関係各位に多大なるご迷惑とご心配をおかけし

ておりますこと、あらためて深くお詫び申し上げます。 

 

記 

 

１．特別調査委員会による調査結果の概要 

（１） 確認された不適切行為 

本調査の対象とされた室蘭製作所(M&E 社)、広島製作所、横浜製作所、名機製作所のうち、不適切行為

が確認されたのは室蘭製作所(M&E 社)において製造出荷された製品のみであり、広島製作所、横浜製作

所、名機製作所において製造出荷された製品については、不適切行為は確認されておりません。 

なお、室蘭製作所(M&E 社)で確認された不適切行為については、これまでに公表いたしました不適切行

為を含めて特別調査委員会が独自に調査・確認したものであります。また、当該調査の結果、新たに原子

力製品、鋳鋼製品、鋼材鋼管製品、特機製品で不適切行為が確認されております。 

不適切行為の判断基準及び室蘭製作所(M&E 社)で確認された各製品群別の不適切行為の概要は、次

表（各表注記は当社の補足）のとおりであります。 

不適切行為が確認された製品については、順次お客様への報告と協議を進めてまいります。 

また、現時点では不適切行為に起因した製品の品質・性能に影響する問題は確認されておりません。 
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【不適切行為の判断基準】 

特別調査委員会は次の①乃至⑤のいずれかに該当する行為を不適切行為として認定しております。 

① 改ざん 実施した検査の結果を改ざんし、当該虚偽の検査結果を顧客に対して提示する行為（実施した検査結

果が顧客との間の契約その他の合意に基づく仕様（以下「顧客仕様」）を満たす場合を含む。他方、単

純な誤記、検査成績書への転記時の書き間違い等の過失による不一致は含まない。） 

② ねつ造 実施すべき検査を行わずに検査結果をねつ造し、当該虚偽の検査結果を顧客に対して提示する行為 

③ 不正検査 顧客仕様で定められた検査の方法、条件、工程等とは異なる方法、条件、工程等で検査を実施しなが

ら、顧客仕様で定められた方法、条件、工程等で検査を実施した旨の虚偽の記録を作成し、これを顧

客に対して提示する行為（但し、単純な誤記、検査成績書への転記時の書き間違い等の過失による不

一致、不合理とは言えない省略による不一致は含まない。） 

④ 虚偽記載 実際に実施した検査の方法、条件、工程等とは異なる方法、条件、工程等で検査を実施した旨の虚偽

の記録を作成し、これを顧客に対して提示する行為（但し、単純な誤記、検査成績書への転記時の書

き間違い等の過失による不一致、不合理とは言えない省略による不一致は含まない。また検査結果に

与える影響が限定的と考えられる検査の日付、検査の実施者、検査機器等の番号を書き換える行為に

ついては不適切行為に含まない。） 

⑤ 未報告 実施した検査の結果、実測値は顧客仕様を満たしてはいるものの、顧客との間の契約に基づけば顧客

に対して報告しなければならない数値が出ているにもかかわらず、これを顧客に報告しないまま製品を

出荷する行為 

 

室蘭製作所（M&E 社）において確認された不適切行為（製品群別） 

【電力製品】 

製 品  

不適切行為類型 
ローター リング材 

ア）残留応力検査の結果の改ざん/ねつ造/虚偽記載 

141 件 2021 年 
7 件 2007 年 
3 件 2003 年 
3 件 1999 年 
4 件 1998 年 

30 件 2021 年 
1 件 2007 年 

イ）硬さ検査の結果の改ざん/ねつ造/虚偽記載 

40 件 2021 年 
3 件 2007 年 
1 件 2003 年 
2 件 1999 年 

3 件 2021 年 

ウ）加熱計測検査の結果の改ざん/虚偽記載 
12 件 2021 年 
1 件 2007 年 

- 

エ)超音波探傷検査(UT) における改ざん/虚偽記載/未報告 6 件 2021 年 2 件 2021 年 

オ）磁粉探傷検査（MT）におけるねつ造/虚偽記載/未報告 6 件 2021 年 - 

カ）浸透探傷検査（PT）における未報告 1 件 2021 年 - 

キ）材料試験の結果の改ざん/ねつ造 
12 件 2021 年 
1 件 2003 年 
1 件 1998 年 

4 件 2021 年 

ク）化学分析試験の結果の改ざん/ねつ造 

50 件 2021 年 
2 件 2007 年 
2 件 2003 年 
2 件 1999 年 
1 件 1998 年 

- 

 注 １．2022 年 5 月の公表時の不適切行為と異なる類型のものは確認されておりません。 

   2．不適切行為の開始時期（起点）については、ローターは 1998 年以降と推認され（調査報告書 40 頁）、リン

グ材は 2004 年以降の可能性があると認定されております（調査報告書 43 頁）。 
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【原子力製品】 

製 品 

不適切行為類型 
ディスク材 ヘッド材 

リング材 
同付属品 

ア）材番打替に伴うデータ改ざん 1 件 2021 年 - - 

イ）常温引張試験において参考試験結果を報告値として記載した
ことによるミルシートの改ざん 

- 1 件 2013 年 - 

ウ）シャルピー衝撃試験において参考試験結果を報告値として記
載したことによるミルシートの改ざん          (「送付材」) 

1 件 2013 年 - - 

エ）寸法測定に伴うねつ造/不正検査 - - 1 件 2015 年 

オ）ｸﾞﾗｲﾝﾀﾞｰ前の客先送付材の寸法記録のねつ造 
（全て「送付材」） 

- 
3 件 2019 年 
6 件 2018 年 - 

カ）材料試験で対象製品とは異なる材料から作成した試験片を用
いたﾃﾞｰﾀねつ造 

- - 1 件 2013 年 

キ)楕円矯正に係る虚偽記載 - - 1 件 2014 年 

ク）ＰＴ検査における虚偽記載 

（一部は「送付材」） 
- 

2 件 2021 年 
2 件 2019 年 - 

ケ）表面欠陥除去に伴う虚偽記載  ク)と同案件 1 件 2021 年 

注 １．不適合製品（顧客要求値を満たさない製品）はありません。 

２．国内案件はア）に記載のディスク材の一件であり、未だ発電所には納入されておらず、使用されておりませ

ん。また、この他は海外案件であります。 

３．いずれも製造工程において生じた突発的な事象に端を発した応急措置的な事象がほとんどであり、その旨

調査報告書でも認定されています（調査報告書 69 頁）。本来、お客様に報告・相談すれば問題とならない事

象について、これを報告または相談せず糊塗したことによる不適切行為であり、お客様が要求する手続仕様

からの逸脱であります。 

４．「送付材」とは、製品製造工程の途中で製品から採取されるサンプル材（主には試材部残材）であります

（基本製品と同時にお客様に納入される材料を指し、お客様において試験などに供されることがあります。）。 
 

※  なお、2022 年 5 月に公表いたしましたとおり、国内の原子力発電所にて使用されている、M&E 社が製造し

た原子力製品については、お客様の要求値から逸脱した製品がないことを個別に確認していることを付記い

たします。 
 

 

【鋳鋼製品】 

製 品 

不適切行為類型 
弁ｹｰｼﾝｸﾞ素材 蒸気タービン車室素材 

ア）硬さ検査の結果の改ざん 
6 件 

2007-2022 年 - 

イ）引張試験の結果の改ざん - 1 件 2007 年   

ウ）レードル分析値またはチェック分析値の改ざん - 5 件 
2013-2021 年 

 

【鍛鋼製品】 

製 品 

不適切行為類型 
ロール タイロッド 鍛造鋼管 

ア）硬さ検査の結果の改ざん/ねつ造 

16 件 
2007-2018， 

2003，2020 年 
- - 

イ）レードル分析値またはチェック分析値の改ざん/ねつ造 - 
2 件 

2003,2011 年 
1 件 

2019 年 

ウ）へん平試験結果のねつ造 - - 
49 件 

2014-2019 年 

注．ウ）については、2022 年 8 月に公表した不適切行為がこれに該当します。 
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【鋼材鋼管製品】 

製 品 

不適切行為類型 

ステンレス 
クラッド鋼板 

ア）平たん度測定検査結果の改ざん 1 件 2020 年 

イ）チェック分析値の改ざん 1 件 2017 年 

 

【特機製品】 

製 品 

不適切行為類型 
鍛鋼素材 

ア）レードル分析値の改ざん 2 件 2020 年 

イ）加圧試験の結果の改ざん 4 件 2020 年 

注 １．不適合製品（顧客要求値を満たさない製品）はありません。 

２．最終顧客との合意仕様に係るものではなく、当社（広島製作所）を客先とする、M&E 社の社内管理値から

の逸脱であります。 

 
 
（２） 特別調査委員会による原因分析の概要（調査報告書 125～136 頁) 

 ① 管理体制の機能不全 

製品部の判断に対する、検査・品質保証機能上の他部門による牽制機能の不足。 

 ② コンプライアンス意識の鈍麻 

     顧客との合意に基づく契約上の仕様につき、製品の品質に係る独自の基準に拠り、顧客への説明・

交渉を省略する傾向にあること。 

   ③ 人員リソースの不足 

     検査・品質保証部門における人員・設備の不足。 

   ④ 製品固有の事情  

   ・電力製品 ： 顧客要求仕様の高さ、合理的な説明をしても顧客に受け入れられないケースが多い事情、

納期及びコストの責任を負う製品部が品質保証機能を兼ね牽制が効かない組織体制。 

   ・原子力製品： 品質保証部門による製品部に対する牽制機能の不足、軽微と判断した事象における納

期の優先及び顧客とのコミュニケーション不足。 

 

(３) 特別調査委員会による再発防止に向けた提言の概要（調査報告書 137～141 頁） 

① 管理体制 

・第三者（親会社である当社を含む）による監視・監督。 

・品質管理部の品質担保機能強化に向けた管理体制の確保。 

② コンプライアンス意識の涵養 

・役職員による、安全性は仕様や検査の一つひとつが積み重なって確保されるということの再認識、仕様

等に係る定義の趣旨を踏まえた解釈や技術に関する理解の再確認。 

・品質に係る書類・データ等の管理基準の見直しと適切な運用。 

・工程管理上の品質に係る教育実施による、品質に対する従業員の意識改革。 

・従業員目線に立った対策による、不適切行為への動機の低減。 

③ 顧客の理解を求める努力 

④ 人員リソースの充実 

⑤ 意見を言い合える組織風土の構築 

⑥ 検査記録の電子化等 
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２．当社による原因分析と再発防止・風土改革に向けた取り組み 

（１）原因分析 

室蘭製作所（M&E 社）で不適切行為が生じた主な原因は次のとおりと考えます。 

① 製品部への権限集中と工程品質に係るコンプライアンス意識の低さ 

従前の組織では、製品部がお客様との仕様調整から、製品の製造・品質確認に係る各工程を計画・指

示しており、業務権限が集中しておりました。また、製品の最終品質に重きを置く一方、品質保証のプロ

セスの重要性を軽視する傾向が見られました。 

原子力製品においては品質保証部門の独立性を組織的に確保していましたが、東日本大震災後に

事業環境が大きく変化しました。加えて、品質要求の厳格化もあって業務負荷が高まったことで、突発事

象が生じた際に、品質保証部門の対応能力を超え、牽制機能の発揮が難しくなる局面がありました。 

② 経験・実績への過信とお客様要求・対話へのプレッシャー 

室蘭製作所（M&E 社）は、高度な製品を製造してきた自負を持つ一方、品質や納期を確保することに

完全を期する姿勢が強く見られます。このような背景の下、品質トラブルを生じた場合、お客様との充分

なコミュニケーションを行うことなく、個人や組織レベルでそれを正当化し、不適切行為を行ったことが考

えられます。 

③ 紙ベースや手作業を中心とした検査業務プロセスと慢性的な人員不足 

現在の品質管理プロセスにおいては、紙ベースでの管理かつ手作業による記録が中心となっており、

検査結果の書き換え等が可能な環境となっております。また、手作業の多さや管理の煩雑さは、特に突

発事象対応において業務負荷の増加や人的リソースの逼迫を招き、効率化の名の下での必要な業務

の省略などの誘因となった可能性があります。また、操業量の変動に対し人員不足を生じていることが、

過度な省力化や誤った効率化の遠因となったものと考えます。 

 

（２）室蘭製作所（M&E 社）においてのみ不適切行為が生じた背景の考察 

今般、不適切行為が室蘭製作所(M&E 社)においてのみ確認された背景は次のとおりと考えます。 

① 製品部（技術者集団）を頂点・司令塔としたモノづくり 

室蘭製作所（M&E 社）が事業とする鋼などの素材製造においては、その性質上、お客様との仕様打合

せから製造工程（溶解・鍛錬・熱処理・機械加工）はもとより、各工程の検査や出荷製品の品質確認まで、

一貫して技術者集団である製品部が直接・間接に関与し、指導・助言するなどの強い影響力を有してい

たことから、工程間での牽制機能が働きにくい体制となっておりました。一方、機械製造を事業とする他

の製作所では、設計・機械加工・組立など一連の製造工程に関わる各部門が生産管理部門による工程

管理を軸としつつ、それぞれが、その知見や技術に基づいた分業体制を基本としており、工程間での不

具合確認や調整対応など、一定の牽制機能が働くモノづくり体制となっております。 

② 機能分社による子会社化の歴史と従業員間の意識の壁 

室蘭製作所（M&E社）は、過去の事業構造改革の一環で機械加工や検査部門を機能分社した経緯が

あります。また、現在の M&E 社は当社からの事業分割のほか、これら機能分社子会社を合併統合して

発足しております。これらの経緯から、部門間及び個人間でのコミュニケーションが不足し、それぞれに

求められる牽制機能が十分に発揮されない環境であったと考えます。 

 

 （３）再発防止 

上記（１）の原因分析や（２）の各事業の相違・特性などに基づき、また特別調査委員会からの再発防止策

に関する提言を踏まえて、以下の再発防止策を策定し、実施してまいります。 

① M&E 社における再発防止策 

 1) 製品部への権限集中の是正による品質保証機能の独立性の強化 

納期及びコストに責任を有する製品部による品質管理上の干渉を防ぐために、品質保証機能を品

質管理部に集約し、M&E 社の社長直轄組織とします。また、品質管理部門長を兼務者として当社品

質統括室に組み入れるほか、当社品質統括室による品質監査を受けることにより、親会社からの監

視・監督機能を強化します。更に、原子力製品においては、外部検査機関などによる立ち会いの受

け入れなどにより、第三者からの監視・監督機能を強化します。 

 

 



6 
 

なお、M&E 社では 2022 年 6 月 1 日付で当該組織改正を実施しています。また、原子力製品にお

ける外部検査機関の立ち会いについても、既に一部実施されておりますが、今後、お客様との協議

によりこれらを拡大していくことも検討いたします。 

併せて、納期の管理に関わる機能を製品部から分離・集約し、製作所の有する人員・設備能力を適

切に検証・管理する体制を構築します。 

 

     2) 職場風土の刷新 

       経営幹部自らが、不適切行為につき深く反省し、品質やコンプライアンス意識を一層強化いたしま

す。そして、その決意を率先して示すと共に、従業員にも広く浸透させるべく、経営幹部と各階層の

従業員との懇談会を定期的に開催してまいります。また、部門の壁を越えた人事ローテーションなど

により、社内コミュニケーションの活性化を図ります。加えて、社内意識アンケート調査の実施など現

場での課題を吸い上げる仕組みづくりを検討し、「隠す土壌」の根絶を目指します。 

 

     3) 品質管理に関する教育の強化 

品質管理に関する基準や検査業務のルール・仕様の意義、そしてその裏付けとなっている技術へ

の理解について、改めて考え、研修会等を通じて周知徹底を図ります。また、全従業員を対象として、

本事案等を事例としたコンプライアンス教育についても継続的に実施します。 

 

     4) 検査業務のデジタル化 

検査成績書作成過程における故意、過失による検査データの誤記入、記入漏れ等を防ぐために、

デジタル化した検査業務システムを構築します。 

なお、2022 年 7 月 1 日付で当社内に発足した DX 推進室が主導して、M&E 社を含めた各製作所

における検査業務のデジタル化を進めており、M&E 社においては 2023 年度下期中の部分的運用

開始を目指しております。 

 

     5) 品質管理に対する適正な経営資源の投入 

 検査を含む品質管理に必要な人員、設備の不足が不適切行為への要因となったことを踏まえて、所

要の人員の増強、検査員の養成のための教育投資やデジタル化を含め必要な設備・測定機器等へ

の設備投資を行います。 

 

     6) 顧客とのコミュニケーションの充実 

様々な階層・立場でのお客様との日頃からのコミュニケーションの充実を図ることで、お客様との相

互理解を深め、お互いに率直にものを言い合える関係の構築に努めます。このために、受注から製造、

納入に至る全ての局面で、営業部、製品部及び品質管理部等が一体となった対応を強化します。自

社の豊富な経験・実績から自らの品質に完璧さを求める姿勢に固執することなく、お客様とのよりオー

プンでフラットな対話に努めます。 

 

     7) 品質に関わる書類・データの保管基準の改定 

品質管理の実効性確保、法令・規格要求の遵守の観点から、保管すべき品質関連書類の定義とそ

の保管・処分の統一した基準を見直し、保管すべき書類についてはデジタル化を推進します。また、

その運用状況のモニタリング機能を強化します。 

   

② 当社における再発防止策 

 1) 全社的な品質保証体制の構築 

事業部あるいは製作所における自己完結型の品質保証マネジメント体制に対して、コーポレートと

しての監視・監督機能を強化するために、各製作所における品質保証機能を統括する部門を新設し

ます。 

      なお、既に 2022 年 9 月 16 日付で全社品質担当役員をトップとする「品質統括室」を新設し、以下の

業務を行っております。 

     ア) 全社品質方針の策定 
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     イ) 当社の経営戦略と各事業部・製作所(M&E 社 室蘭製作所を含む)における品質活動方針との整

合指導 

ウ) 各事業部・製作所における品質保証活動の監督及び評価（独自の監査を含む） 

エ) 当該評価に基づく業務改善指導・勧告（出荷差し止めを含む） 

オ) 品質保証活動に係る全社的な教育・研修の実施（コンプライアンス教育を含む） 

カ) 各事業部・製作所における有用な品質改善活動や問題、共有すべき情報の全社水平展開 

キ) 重大な製品事故や品質不正問題発生時の対処指揮 

ク) 全社的または各事業部・製作所の重要な品質保証活動に係る経営報告 
 

     2) 品質コンプライアンス意識の強化・向上 

当社グループ全体の品質コンプライアンスの意識の強化・向上を図るため、以下の取り組みを行い

ます。 

ア) 経営トップ（当社社長、全社品質担当役員、製作所長、関連会社社長等）からのメッセージの発信 

 経営幹部による品質コンプライアンスに対する真摯なコミットメントを示すことで、その下で働く従業

員への啓発活動とします。 

なお、2022 年 10 月 27 日付で当社社長及び全社品質担当役員からの品質保証活動の強化に

向けたメッセージを、社内イントラネットを通じて発信しています。 

      イ) 「品質方針」及び「品質基本行動指針」の制定 

 従業員の日々の品質管理活動において、その行動規範や判断基準となる品質方針及び品質基

本行動指針を制定します。 

 なお、2022 年 9 月 16 日付で、品質統括室により「品質方針」及び「品質基本行動指針」を制定し

ました。 

      ウ) 「品質コンプライアンス月間」の制定 

 不適切行為に係る教訓を風化させないよう「品質コンプライアンス月間」を制定し、品質コンプライ

アンスに係る教育・研修会等の実施、経営トップメッセージの発信等を行います。 

      エ) 品質統括室連絡協議会の開催 

品質統括室において、製作所での品質に係る問題点の把握や改善活動に対する支援のために、

定期的な連絡協議会を開催します。 

      オ) 賞罰の徹底 

品質向上や品質コンプライアンスへの貢献をより積極的に奨励、評価するために表彰制度の制定

等を検討します。また、今後の品質コンプライアンス違反に対しては、厳正な処分を行います。 

      カ) 品質管理プロセスにおける内部統制の見直し 

各製作所において、品質管理に係る業務遂行体制の見直しや社内規程・基準等の整備や遵守

の状況の確認を行います。また、これら品質管理プロセスにおける内部統制の整備・運用状況につ

いては、品質統括室による品質監査にて評価・指導を行います。 
 

     ３) ガバナンス・内部統制の強化 

      ア) 内部監査機能の強化 

監査室の内部監査機能を強化し、品質統括室による品質監査を含めた品質管理プロセスにおけ

る内部統制の整備及び運用の状況に関して、適宜、内部監査を実施していきます。また、不適切

行為に対する再発防止策の実施状況についても、適切な時期に実地監査を行います。 

     イ) 内部通報制度の強化 

内部通報をきっかけとして不適切行為が発覚したことを踏まえると、内部通報制度は不正発見の

ための有効な手段であると考え、一層の周知を図るとともに、社内での自己申告に対するリニエン

シー(処分軽減)制度の新設などを含む制度の更なる強化を行います。 

      ウ) 取締役会の体制の検討 

来年度以降、取締役会の機能を、よりモニタリング型に移行していきます。取締役会の構成にお

いて、社内の業務執行取締役を減らし、社外取締役の比率を上げることを検討するほか、その多様

性の確保についても進めます。 



8 
 

 
３．業績への影響について 

  不適切行為の当社業績への影響につきましては、本日開示の 2023 年 3 月期第 2 四半期決算に織り込

んでおります。 

 

４．その他 

  特別調査委員会による調査報告を踏まえ、関係者等の責任を検証し、その処分を検討いたします。開示

すべき事項を決定した場合は、速やかにお知らせいたします。 

 
５．おわりに 

特別調査委員会の指摘にもありますとおり、今般 M&E 社において確認された不適切行為の背景には、

社内ルールのみならず契約上の仕様遵守についての認識の鈍麻など、M&E 社における職場の風土に課

題があるものと考えます。これらは長年に亘り醸成されてきたものであり、これを改めることは容易ではない

と認識しております。そのために、取締役会の監督の下、まずは当社の経営陣自らがその認識と行動を改

め、あらゆる機会を捉えてその想いを当社グループの全ての従業員と共有し、お客様や株主様をはじめ

関係者の皆様、ひいては社会から信頼していただける姿に生まれ変わるべく、愚直に粘り強く取り組ん

でまいります。 

   今般の不適切行為につきましては、関係する皆様に多大なるご心配とご迷惑をおかけしておりますこと

を改めてお詫び申し上げますとともに、今後ともご支援を賜りますようお願いいたします。 

 

 

以 上 
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・ 磁粉探傷検査（MT） 

④ 各検査・試験の結果の未報告 

・ 超音波探傷検査（UT） 

・ 磁粉探傷検査（MT） 

・ 浸透探傷検査（PT） 

 

【リング】 

① 各検査・試験の結果の改ざん 

・ 残留応力検査 

・ 材料試験 

② 各検査・試験の結果のねつ造 

・ 残留応力検査 

・ 硬さ検査 

 

ア 各検査・試験の結果の改ざん【ロータ＆リング】 

各検査・試験の数値を書き換えて検査成績書を作成し、客先に報告していた。具

体的には、検査・試験の結果が仕様の許容範囲外となった数値について仕様の許容

範囲内の数値に変更するもの（規格外数値の改ざん）と検査・試験の結果が仕様の

許容範囲内であった数値を仕様の許容範囲内でより見栄えの良い数値に変更する

もの（規格内数値の改ざん）がある。 

 

イ 各検査・試験の結果のねつ造【ロータ＆リング】 

実際には実施していない（省略した）検査・試験について仕様の許容範囲内の結

果となる検査成績書を作成し、客先に報告する行為であり、ねつ造に該当する。 

 

ウ 各検査・試験における不正検査／虚偽記載【ロータ】 

顧客仕様で定められた検査の方法、条件、工程等とは異なる方法、条件、工程等

又は実際に実施した検査の方法、条件、工程等とは異なる方法、条件、工程等で検

査を実施しながら、顧客仕様で定められた方法、条件、工程等又は実際の実施内容

とは異なる方法、条件、工程等で検査を実施した旨の虚偽の記録を作成し、客先に

報告していた。なお、電力製品の不適切行為の件数については、「不正検査」を「虚

偽記載」に含めて集計している。 

 

エ 各検査・試験の結果の未報告【ロータ】 

契約上、検査・試験の結果として、顧客に報告しなければならない内容があるに

もかかわらず顧客に報告しなかった。 
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(2) 不適切行為の件数 

ア 当委員会設置前の調査の概要 

外部調査委員会調査では、2021年に製造出荷された全ての電力製品（349工番）

を対象として実施された本不適切行為の有無及び内容についての社内調査結果の

検証、並びに 2007年に製造出荷された電力製品のうち 9工番分、2003年に製造出

荷された電力製品のうち 10工番分及び 1998年に製造出荷された 10工番分を対象

とする本不適切行為の有無及び内容の調査が行われた。なお、2007年、2003年及

び 1998年のサンプリング調査対象は、いずれも外部調査委員会が指定した工番で

ある。 

 

イ 不適切行為の件数【ロータ】 

社内調査委員会及び外部調査委員会が検出・検証した 2021年、2007年及び 2003

年に製造出荷されたロータの不適切行為の件数について、当委員会が改めて検査・

試験の種類別に精査・分類した結果は、下表のとおりである。なお、2003 年に製

造出荷されたロータについては、当委員会で行った追加調査の結果が含まれてい

る。 

 

2021年製造出荷分の不適切行為件数（調査対象：全 212工番） 

 改ざん ねつ造 虚偽記載 未報告 

残留応力検査 57 件 23 件 61 件 － 

硬さ検査 9 件 6 件 25 件 － 

加熱計測検査 11 件 － 1 件 － 

超音波探傷検査（UT） 2 件 － 1 件 3 件 

磁粉探傷検査（MT） － 4 件 1 件 1 件 

浸透探傷検査（PT） － － － 1 件 

材料試験 11 件 1 件 － － 

化学分析試験 15 件 35 件 － － 

 

2007年製造出荷分の不適切行為件数（調査対象：6工番（サンプリング）） 

 改ざん ねつ造 虚偽記載 未報告 

残留応力検査 2 件 3 件 2 件 － 

硬さ検査 1 件 － 2 件 － 

加熱計測検査 1 件 － － － 

超音波探傷検査（UT） － － － － 

磁粉探傷検査（MT） － － － － 

浸透探傷検査（PT） － － － － 

材料試験 － － － － 

化学分析試験 1 件 1 件 － － 

 

2003年製造出荷分の不適切行為件数（調査対象：7工番（サンプリング）） 

 改ざん ねつ造 虚偽記載 未報告 
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残留応力検査 2 件 1 件 － － 

硬さ検査 － 1 件 － － 

加熱計測検査 － － － － 

超音波探傷検査（UT） － － － － 

磁粉探傷検査（MT） － － － － 

浸透探傷検査（PT） － － － － 

材料試験 1 件 － － － 

化学分析試験 2 件 － － － 

 

ウ 不適切行為の件数【リング】 

社内調査委員会及び外部調査委員会が検出・検証した 2021年、2007年及び 2003

年に製造出荷されたリングの不適切行為の件数について、当委員会が改めて検査・

試験の種類別に精査・分類した結果は、下表のとおりである。なお、2003 年に製

造出荷されたリングについては、当委員会で行った追加調査の結果が含まれてい

る。 

 

2021年製造出荷分の不適切行為件数（調査対象：全 120工番） 

 改ざん ねつ造 虚偽記載 未報告 

残留応力検査 1 件 29 件 － － 

硬さ検査 － 3 件 － － 

加熱計測検査 － － － － 

超音波探傷検査（UT） － － 2 件 － 

磁粉探傷検査（MT） － － － － 

浸透探傷検査（PT） － － － － 

材料試験 4 件 － － － 

化学分析試験 － － － － 

 

2007年製造出荷分の不適切行為件数（調査対象：3工番（サンプリング）） 

 改ざん ねつ造 虚偽記載 未報告 

残留応力検査 － 1 件 － － 

硬さ検査 － － － － 

加熱計測検査 － － － － 

超音波探傷検査（UT） － － － － 

磁粉探傷検査（MT） － － － － 

浸透探傷検査（PT） － － － － 

材料試験 － － － － 

化学分析試験 － － － － 

 

2003年製造出荷分の不適切行為件数（調査対象：3工番（サンプリング）） 

 改ざん ねつ造 虚偽記載 未報告 

残留応力検査 － － － － 

硬さ検査 － － － － 

加熱計測検査 － － － － 

超音波探傷検査（UT） － － － － 

磁粉探傷検査（MT） － － － － 

浸透探傷検査（PT） － － － － 
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材料試験 － － － － 

化学分析試験 － － － － 

 

(3) 不適切行為の発生時期 

ア ロータ 

(ア)総論 

当委員会のヒアリング調査において、複数の対象者から、電力製品の本不適切

行為の開始時期は、北米向け及び中国向け受注量が急増した時期（1998 年頃）

である旨の供述を得た。そこで、不適切行為の発生時期及び原因を特定するため、

1998 年頃に本不適切行為に関与し得る部署に所属していた関係者へのヒアリン

グ等の調査を行い、1998 年前後の関係資料を精査したところ、下表のとおり、

1998年以降の受注製品についてのみ不適切行為が確認された。 

なお、追加調査を行った 1999年以前の受注製品については、原データが残存

する範囲での検証にとどまった。当該年の原データの残存数は、下表の「原デー

タ残存数」欄に記載のとおりである。1990年、1991年及び 1994年に製造出荷し

たロータについては、原データが残存しておらず、原データの確認及び社内検査

記録と顧客への検査成績書の突合調査を行うことができなかった。 

 

 

 

※1998 年の不適切行為の件数は、外部調査委員会調査の結果を含む。 

 

(イ)各年の不適切行為の有無 

当委員会において、1999 年以前に製造出荷したロータについて、社内検査記

録と顧客への検査成績書の突合調査を行ったところ、上記（ア）の表のとおり、

1998年以降に製造出荷されたロータについて不適切行為が確認された。他方で、

1997 年以前に製造出荷されたロータについては、原データが残存している調査

可能な範囲で、不適切行為は見当たらなかった。 

まず、1999 年に製造出荷されたロータのうち、原データが残存している 5 工

 ロータの 

受注製品数 

原データ 

残存数 

調査数 不適切行為の件数 

1989 年以前 － 1 製品 1 製品 0 件 

1990 年 73 製品 0 － － 

1991 年 65 製品 0 － － 

1992 年 70 製品 2 製品 2 製品 0 件 

1993 年 64 製品 3 製品 3 製品 0 件 

1994 年 68 製品 0 － － 

1995 年 92 製品 7 製品 7 製品 0 件 

1996 年 89 製品 2 製品 2 製品 0 件 

1997 年 68 製品 3 製品 3 製品 0 件 

1998 年 96 製品 14 製品 14 製品 5 件※ 

詳細は後記 

1999 年 139製品 6 製品 5 製品 4 件 

詳細は後記 
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番（5製品）分を調査したところ、うち 4工番（4製品）について不適切行為が

確認された。当該不適切行為を検査・試験の種類別に精査・分類した結果は、下

表のとおりである。 

 

1999年製造出荷分の不適切行為件数（調査対象：5工番・5製品（サンプリング）） 

 改ざん ねつ造 虚偽記載 未報告 

残留応力検査 2 件 1 件 - - 

硬さ検査 2 件 - - - 

加熱計測検査 - - - - 

超音波探傷検査（UT） - - - - 

磁粉探傷検査（MT） - - - - 

浸透探傷検査（PT） - - - - 

材料試験 - - - - 

化学分析試験 2 件 - - - 

 

次に、1998年に製造出荷されたロータのうち、原データが残存している全 14

工番（14 製品）分を調査したところ、外部調査委員会による調査結果を含め、

うち 5工番（5製品）について不適切行為が確認された。当該不適切行為を検査・

試験の種類別に精査・分類した結果は、下表のとおりである。 

 

1998年製造出荷分の不適切行為件数（調査対象：14工番・14製品） 

 改ざん ねつ造 虚偽記載 未報告 

残留応力検査 4 件 - - - 

硬さ検査 - - - - 

加熱計測検査 - - - - 

超音波探傷検査（UT） - - - - 

磁粉探傷検査（MT） - - - - 

浸透探傷検査（PT） - - - - 

材料試験 1 件 - - - 

化学分析試験 - 1 件 - - 

※外部調査委員会調査の結果を含む。 

 

(ウ)関係者へのヒアリング結果 

上記（ア）、（イ）の関係資料の検証結果も踏まえ、当委員会が、1998年頃に本

不適切行為の関係部署（主に製品部・品質管理部）に所属していた関係者にヒア

リング調査を実施したところ、「北米向け製品の受注が急増した頃、受注製品数

の急激な増加にもかかわらず、電力製品を担当する人員の数が変わらなかった

ため、やむを得ず検査省略等の不適切行為を行った。その後、中国向け製品の受

注が急増した際に、各部署の担当者が集まり、受注急増への対応を協議した結果、

北米向け製品の前例も踏まえ、最初から計画的に残留応力検査の省略等の不適

切行為を行うことになった。」と供述する者がいた。 

また、「1998年以前は、製造途中で製造機械が壊れた場合など、緊急事態に対
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応するために日付や検査の順番等の調整を行うことはあったが、検査自体の省

略等の不適切行為は存在しなかった。しかし、2000 年頃、中国での火力発電ブ

ームに伴って中国向け製品の需要が急速に拡大し、当時の機械設備では製造不

可能な量の製品を受注することになった。少なくとも 2004年頃には不適切行為

が常態化していた。」と供述する者がいた。 

このように、複数の者が、本不適切行為の開始時期が 2000年前後であること

を示唆する供述をしており、また、不適切行為が常態化した契機として海外向け

製品の受注の急増を挙げている。 

なお、本不適切行為が具体的にどのように開始されたかについては、上述のと

おり、各部署が組織的に協議して開始した旨を供述する者がいる一方、個別のケ

ースで散発的に不適切行為の指示が行われ、かかるケースが積み重なった結果、

各部署の暗黙の了解として不適切行為が根付いた旨を供述する者もいた。この

点については、当時の議事録等の客観的資料が見つかっておらず、本不適切行為

開始の具体的経緯の認定には至らなかった。 

 

(エ)ロータの受注本数の推移 

上記（ウ）のヒアリング結果を踏まえ、本不適切行為の発生時期及び原因を客

観的に明らかにするため、ロータの受注本数の推移並びに北米向けロータ及び

中国向けロータの受注本数の推移について調査を行った。 

 

a  ロータの受注本数の推移 
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b  各推移の評価 

ロータの各年受注本数の推移（図 1）をみると、1998年に受注数が増加に転

じ、2000 年までの 2 年間で受注が約 2.5 倍まで増加した後、一度減少したも

のの、2003年以降は受注数が再度増加に転じて、1997年以前と比べて倍以上

の受注数で推移していることが分かる。また、ロータのうち、北米向け製品と

中国向け製品の各年受注本数の推移（図 2）をみると、1998 年以降に北米向け

製品の受注が急増し、2001 年以降に中国向け製品の受注が急増していること

が分かる。 

このように、ロータについては、1998 年以降に北米向け製品の受注本数が

急増し、2001 年以降に中国向け製品の受注が急増しており、各年でバラツキ

があるものの、1997年以前と比較して、1998年以降は全体のロータの受注本

数が 2倍以上の数値で推移している。 

 

(オ)小括 

上記（ア）から（エ）の調査結果を総合すると、ロータについては、1998年に

北米向け製品の受注が急増したにもかかわらず、厳しい経営状況が原因で担当

の従業員を増員できなかった等の事情があったために、工程短縮を企図して本

不適切行為が開始されたものと推認される。また、2002 年以降に中国向け製品

の受注が急増したことに伴い、この頃から本不適切行為が常態化していったも

のと考えられる。 

 

イ リング 

(ア)総論 

当委員会のヒアリング調査において、複数の対象者から、電力製品の本不適切

行為の開始時期は、北米向け及び中国向け受注量が急増した時期（1998 年頃）
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である旨の供述を得た。そこで、不適切行為の発生時期及び原因を特定するため、

1998年前後の関係資料を精査したが、下表のとおり、1998年以前の受注製品に

ついて、不適切行為は見当たらなかった。 

なお、追加調査を行った 1999年以前の受注製品については、原データが残存

する範囲での検証にとどまった。当該年の原データの残存数は、下表の「原デー

タ残存数」欄に記載のとおりである。1997 年までに製造出荷したリングについ

ては、原データが残存しておらず、原データの確認及び社内検査記録と顧客への

検査成績書の突合調査を行うことができなかった。 

 

 リングの 

受注製品数 

原データ 

残存数 

調査数 不適切行為の件数 

1989 年以前 － 0 － － 

1990 年 355 0 － － 

1991 年 282 0 － － 

1992 年 258 0 － － 

1993 年 322 0 － － 

1994 年 337 0 － － 

1995 年 320 0 － － 

1996 年 363 0 － － 

1997 年 301 0 － － 

1998 年 340 6 製品 6 製品 0 件 

 

(イ)各年の不適切行為の有無 

当委員会において、1998 年以前に製造出荷したリングについて、社内検査記

録と顧客への検査成績書の突合調査をしたところ、上記（ア）の表のとおり、原

データが残存している調査可能な範囲で、不適切行為は見当たらなかった。 

 

(ウ)リングの受注本数の推移 

上記（ア）のヒアリング結果を踏まえ、本不適切行為の発生時期及び原因を明

らかにするため、リングの受注本数の推移並びに北米向け製品及び中国向け電

力製品の受注本数の推移について調査を行った。 

 

a  リングの受注本数の推移 
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b  各推移の評価 

リングの各年受注本数の推移（図 3）をみると、2001年と 2004年に前年か

ら受注本数が急増していることが分かる。そして、リングのうち、北米向け製

品と中国向け製品の各年受注本数の推移（図 4）をみると、2001年に北米向け

製品と中国向け製品のいずれも前年から急増しており、中国向け製品は 2004

年と 2008年に 400本以上の受注をしていることが分かる。 

リングについては、2001 年以降に北米向け製品及び中国向け製品の受注が

急増し、従前と比較して、2004年に全体として大量の製品を受注している。 

  

(エ)小括 

リングについては、外部調査委員会調査の結果、2007 年の受注品に不適切行

為が発見されたものの、2003年及び 1998年の受注品には不適切行為が発見され

なかった。また、当委員会が 2003年の受注品（5工番）を追加調査したところ、

不適切行為は発見されなかった。上述したとおり、リングの受注本数が 2004年

に急増していることから、2004 年以降に不適切行為が開始された可能性がある
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が、2004年から 2006年の受注製品については、現地調査時に原データの存在が

確認できず、社内検査記録と顧客への検査成績書との突合調査を行うことがで

きなかった。そのため、リングについては、少なくとも 2007 年時点で不適切行

為が行われていたと認められるが、それ以前の厳密な不適切行為の開始時期を

特定するには至らなかった。 

 

(4) 関与部署・関与者 

ア 不適切行為の態様 

いずれの不適切行為も、製品部が品質管理部の検査グループ又は試験分析セン

ターの材料試験室に指示を出して行われている。当該指示は、主に連絡票を用いて

行われていたが、他にも、社内 Eメールによる方法や社内検査記録の余白部分に手

書きで記載する方法等でも行われていた。 

改ざんは、主に、（ⅰ）検査グループのうち作業担当者が計画担当者に検査デー

タを提出、（ⅱ）当該計画担当者が製品部にその検査データを提出、（ⅲ）製品部が

検査グループの計画担当者に「改ざん」の指示を出す、（ⅳ）検査グループの計画

担当者が当該指示に基づき顧客提出用の検査成績書を作成する、という流れで行

われていた。 

ねつ造は、主に、（ⅰ）製品部が検査グループの計画担当者に検査の省略を指示、

（ⅱ）検査グループのうち計画担当者が作業担当者に検査の省略を指示、（ⅲ）製

品部が検査グループの計画担当者に検査結果のねつ造を指示する、（ⅳ）検査グル

ープのうち計画担当者が当該指示に基づき顧客提出用の検査成績書を作成する、

という流れで行われていた。 

製品部からの指示がない場合であっても、検査グループにおいて、予定通りの検

査を実施した場合に納期に間に合わせることが困難となる場合に、検査グループ

の計画担当者から製品部に対して検査の一部省略（改ざん）又は測定位置の変更

（虚偽記載）の要望を出すケースも見られた。具体的には、（ⅰ）検査グループの

計画担当者が企画管理グループ工務チームの担当者に対し、予定通りの工程では

納期に間に合わないこと、検査の一部省略等で対応したいこと等を記載した E メ

ールを送り、（ⅱ）企画管理グループ工務チームの担当者が検査グループの計画担

当者を E メールの CC に加えたうえで製品部の担当者に上記 E メールを転送し、

（ⅲ）製品部の担当者が検査グループの提案を承諾する旨の返信をする、という流

れで行われていた。 

 

イ 不適切行為の関与者の範囲 

(ア)製品部 

製品部のうち、電力製品を担当する全員が不適切行為の全容を把握している
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との供述が複数見られた。また、連絡票の承認者欄の記載やヒアリング調査の結

果から、電力製品担当の担当課長及び電力グループのグループマネージャーも

不適切行為を把握する立場にあった。 

 

(イ)検査グループ 

検査グループのうち、電力製品担当の計画担当者は不適切行為の全容につい

て把握しているという供述が複数見られた。また、E メールに CC に入っていた

検査グループの担当者、検査グループの電力製品担当の作業担当者のうち、虚偽

記載される検査成績書にサインする者は不適切行為に気付く可能性があったと

いえる。その他、電力製品の担当課長、顧客提出用の検査成績書に作成者として

サインしている者は、不適切行為の全容を把握しているといえる。 

他方、検査グループマネージャーは、承認を行う手続がないため、不適切行為

を把握していると認定するには至らなかった。 

 

(ウ)企画管理グループ 

企画管理グループの工務チームの担当課長及び電力製品担当の一般従業員が

検査の一部省略又は測定位置の変更について認識していた可能性があり、少な

くとも実際に Eメールを転送していた者や当該 Eメールの CC に入っている者に

ついては認識していたと考えられる。 

他方、企画管理グループマネージャーが把握していたと認定するには至らな

かった。 

 

(エ)試験分析センター 

試験分析センターのうち、材料試験室は電力製品に関する不適切行為につい

て関与しているものの、化学分析室は不適切行為について関与する機会がなく、

実際に関与もしていなかったと認定する。なお、材料試験室のうち、計画担当者

は不適切行為の実態を把握していたと考えられるが、作業担当者は把握してい

ない可能性がある。 

 

(オ)品質保証グループ 

品質保証グループは、電力製品の不適切行為については把握していないと考

えられる。 

 

2  原子力製品 

(1) 確認された不適切行為 

調査の結果、原子力製品において、不適合製品であると断定できるものは顕出され
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ていないが、検査工程や検査成績書の記載において不適切行為であると認められる

原子力製品に係る事例としては、以下のアないしケの 9類型の事例が認められた。 

 

ア 材番打替えに伴うデータ改ざん 

(ア)事例の概要・評価 

a  事例の概要 

先行して製造していた製品に欠陥が生じた場合において、後行して製造し

ている同種製品を繰り上げて充当し、材料番号（材番）の打替えを行ったが、

材番打替え前に作成された製造又は検査に関する記録を入れ替えなかったた

めに、実際に出荷された製品と当該製品に係る検査成績書の製造記録又は検

査記録の内容が合致せずに齟齬が生じている事例である。 

 

b  評価 

本事例は、材番打替え時までに作成していた製造記録又は検査記録を後行

品のものと入れ替えずにそのまま使用したことにより、実際に出荷された製

品と当該製品に係る検査成績書の製造記録又は検査記録の内容の一部が合致

しておらずに齟齬をもたらしたものであり、検査記録のデータ改ざんであっ

て、不適切行為に該当する。 

原子力製品においてはトレーサビリティ（追跡可能性3）が強く要求される

が、上記の齟齬によりこれが確保できなくなっている点でも問題のある行為

である。 

 

(イ)発生時期・件数 

ディスク材に関する事例 1件（2021年）が確認された。 

 

(ウ)関係部署・関与者 

a  実行者 

本不適切行為においては、 材番の打ち替え作業自体は、2021年 10月 18日

付連絡票による製品部の指示に基づき、製品部及び品質保証グループの立会

いの下、鋳鍛鋼製造部熱処理課、企画管理グループにより行われている。 

 

b  認識者 

上記 aの実行者のほか、当該連絡票は、検査グループ、試験分析センター、

 
3 製品を客先に引き渡した後、客先が当該製品を使用する段階で問題が生じた場合に、製

造段階に遡って原因を探り対策を行うことがあるため、製造履歴からいつどの工程で問題

が発生したかを追跡できるようにすること。 
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鋳鍛鋼製造部製鋼課、鍛錬課、機械課が配布先となっており、これらの部署に

おいても、本不適切行為は認識されていたものと推測される。 

 

イ 常温引張試験において参考試験結果を報告値として記載したことによるミルシ

ートの改ざん 

(ア)事例の概要・評価 

a  事例の概要 

本試験（顧客立会無し）における常温引張試験の測定値が仕様値ギリギリの

値であったため、検査成績書において、本試験前に実施した参考試験の測定値

を記載して、顧客に報告していた事例である。 

 

b  評価 

ミルシートには本試験において実施した機械試験の測定値を記載する必要

があるところ、顧客立会のない本試験を実施した際に、一部の試験片の測定値

が常温引張試験の仕様値ギリギリの値であったことから、仕様値の範囲内で

あった本試験前に実施した参考試験の測定値に書き換えることにより、検査

成績書を改ざんしたものであり、不適切行為に該当する。 

 

(イ)発生時期・件数 

ヘッド材に関する事例 1件（2013年）が確認された。 

 

(ウ)関係部署・関与者 

a  実行者 

本不適切行為においては、連絡票による製品部の指示に基づき、材料試験部

門により、当該指示に従った検査成績書が作成されている。 

 

b  認識者 

上記 aの実行者のほか、当該連絡票は、品質保証グループが配布先となって

おり、品質保証グループにおいても、本不適切行為は認識されていたものと推

測される。 

 

ウ シャルピー衝撃試験において参考試験結果を報告値として記載したことによる

ミルシートの改ざん 

(ア)事例の概要・評価 

a  事例の概要 

本試験（顧客立会無し）におけるシャルピー衝撃試験の測定値が仕様値逸脱



 

29 

の値であったため、検査成績書において、本試験前に実施した参考試験の測定

値を顧客に報告していた事例である。 

 

b  評価 

ミルシートには、本試験において実施した機械試験の測定値を記載する必

要があるところ、顧客立会のない本試験を実施した際に、シャルピー衝撃試験

の測定値が仕様値逸脱の値であったことから、仕様値の範囲内であった本試

験前に実施した参考試験の測定値に書き換えて改ざんしたものであり、不適

切行為に該当する。また、製品の機械試験（本試験）において仕様逸脱の測定

値が検出された場合には、不適合連絡票（NCR）を発行し、客先にその旨を報

告する義務があるところ、上記行為は、顧客に対する報告義務にも違反するも

のである。 

 

(イ)発生時期・件数 

ディスク材に係る客先送付材に関する事例（2013年）の他に、同年において、

疑わしい同種の事例が 1つ確認された。 

 

(ウ)関係部署・関与者 

a  実行者 

本不適切行為においては、連絡票による製品部の指示に基づき、材料試験部

門により、当該指示に従った検査成績書が作成されている。 

 

b  認識者 

上記 aの実行者のほか、当該連絡票は、品質保証グループが配布先となって

おり、品質保証グループにおいても、本不適切行為は認識されていたものと推

測される。 

 

エ 寸法測定に伴うねつ造／不正検査 

(ア)事例の概要・評価 

a  事例の概要 

土間置きの際の弾性変形により、薄い円筒形状（シェル）の製品が楕円変形

したため、インサイドマイクロメータ4における方位ごと（0°と 180°間、45°

と 225°間、90°と 270°間、135°と 315°間）の内径の測定値が寸法公差を

逸脱したことから、外径直径測定用πテープ5の測定値（平均外径値）を基に、

 
4 棒状の測定器であり、内径を直接測定できる。 
5 テープ状の測定器であり、外周に巻き付けて外径を求める。 
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方位ごとの外径寸法の報告値を設定し、その外径報告値から板厚測定値を減

じて内径寸法を算出して、検査成績書において、方位ごとの内径・外径寸法の

報告値をねつ造し、同内容を顧客に報告していた事例である。 

 

b  評価 

π テープによる測定では、外径寸法を方位ごとに測定することができない

ところ、π テープによる測定値（平均外径値）を基に、方位ごとの外径寸法

の報告値を設定していることから、方位ごとの内径・外径の寸法測定を要求す

る仕様書に合致する測定が行われたように報告値をねつ造し、不正検査した

ものであり、不適切行為に該当する。 

 

(イ)発生時期・件数 

リング材に関する事例 1件（2015年）が確認された。 

 

(ウ)関係部署・関与者 

a  実行者 

本不適切行為においては、連絡票による製品部の指示に基づき、検査グルー

プにより、当該指示に従った検査成績書が作成されている。 

 

b  認識者 

上記 aの実行者のほか、当該連絡票は、品質保証グループ、原子力製品部の

企画管理グループが配布先となっており、これらの部署においても、本不適切

行為は認識されていたものと推測される。 

 

オ グラインダー作業前の客先送付材の寸法記録のねつ造 

(ア)事例の概要・評価 

a  事例の概要 

客先送付材にグラインダー作業をする際には、グラインダー作業前後の寸

法測定が求められているところ、グラインダー作業前の寸法記録について、実

際の計測値とは異なる値を採用して記録を作成する方法によりデータをねつ

造し、その結果を検査成績書において顧客に報告した事例である。 

当該客先送付材は顧客での材料試験に供されるところ、当該試験における

試験片採取条件の決定のためには、グラインダー作業前の熱処理時の寸法情

報が必要となる。しかし、一方で顧客の要求により、当該客先送付材について

UT、MT 検査の実施が求められており、当該検査を実施するには、当該客先送

付材の熱処理表面をグラインダーで研削する必要があり、その作業により熱
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処理時の寸法情報は客先納入前に失われることとなる。そのため、仕様におい

て、客先納入後には得られないグラインダー作業前の熱処理工程までの寸法

情報の測定が求められている。 

 

b  評価 

測定がなされずに記載された寸法記録は、当該工事において求められる仕

様書の条件を満たさず、また、検査成績書に記載された寸法記録は実際の計測

値と異なることから、データのねつ造にあたる。 

 

(イ)発生時期・件数 

2018 年だけでヘッド材に係る客先送付材に関する事例 1 件の他に 5 件が認め

られ、2019 年においても 3件確認された。 

 

(ウ)関係部署・関与者 

a  実行者 

本不適切行為においては、連絡票による製品部の指示に基づき、検査グルー

プにより、当該指示に従った検査成績書が作成されている。 

 

b  認識者 

上記 aの実行者のほか、当該連絡票は、品質保証グループが配布先となって

おり、品質保証グループにおいても、本不適切行為は認識されていたものと推

測される。 

 

カ 材料試験で対象製品とは異なる材料から製作した試験片を用いたことによるデ

ータねつ造 

(ア)事例の概要・評価 

a  事例の概要 

破壊試験の一種であるシャルピー衝撃試験において、意図的に対象製品と

は異なる材料から試験片を製作し、当該試験片を用いて立会試験を実施して

データをねつ造し、その結果を検査成績書において顧客に報告した事例であ

る。 

 

b  評価 

対象製品とは異なる材料から製作された試験片によって実施された試験は、

当該工事において求められる仕様書の条件を満たさず、また、検査成績書に記

載された試験片の条件が実際に実施された試験と異なることから、意図的に
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実施されたデータねつ造にあたる。 

 

(イ)発生時期・件数 

リング材に関する事例 1件（2013年）の他に、2018年の連絡票等、当該製品

と異なる材番の残材等からシャルピー試験片を製作している事例が認められた

が、当該試験片を用いて本試験を実施しているかについては確認できなかった。 

 

(ウ)関係部署・認識者 

本不適切行為においては、製品部が連絡票を発行し、当該連絡票に従って、JMC

試験桿（現素形材製造部機械課試験稈）が本来の材番とは異なる材番の保管材か

ら試験片を製作し、品質保証グループが当該試験片を日鋼検査サービス材試（現

試験分析センターの材料試験室）に搬入し、同材試が当該試験片を用いて立会試

験を実施しており、これらの部署において本不適切行為が認識されていた。 

 

キ 楕円矯正に係る虚偽記載 

(ア)事例の概要・評価 

a  事例の概要 

熱処理（QT）後に、製品の変形（楕円）により納入形状を確保できないこと

が判明したため、楕円矯正のため修正鍛錬（再鍛錬）を実施した事例である。 

 

b  評価 

原子力製品では、トレーサビリティ（追跡可能性）の観点から、製造工程及

び当該工程に適用される仕様・規格を時系列に記載した文書（追跡文書）によ

り、製品にかかる各製造工程を顧客に開示し、実際の工程が仕様・規程に従っ

て実施されたことを品質保証担当者が確認した後に次工程に進むという工程

管理がなされ、その結果を記載した追跡文書を顧客に提出することが求めら

れる場合があるところ、追跡文書による管理・提出が求められた場合に、仕様

書で定められた工程以外の工程で、再鍛錬が実施された事実を顧客に報告せ

ず、検査成績書に添付された追跡文書においても、再鍛錬を実施した事実を記

載しなかった。 

実際に出荷された製品の製造過程では仕様書以外の製造工程を実施してい

るが、当該製品に係る検査成績書の製造過程では仕様書で定められた製造工

程のみ実施した記載となっており、実際の製造過程と齟齬が生じていること

から、検査記録の虚偽記載であり、不適切行為に該当する。 

原子力製品においてはトレーサビリティ（追跡可能性）が強く要求されるが、

上記の齟齬によりこれが確保できなくなっている。 
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(イ)発生時期・件数 

リング材に関する事例 1件（2014年）が確認された。 

 

(ウ)関係部署・関与者 

a  実行者 

本不適切行為においては、製品部が連絡票を発行し、当該連絡票に従って、

鍛錬課、熱処理課、機械課が再鍛錬の作業に関与している。 

 

b  認識者 

上記 a の実行者のほか、当該連絡票は、品質保証グループに配布されてお

り、品質保証グループにおいても、本不適切行為は認識されていたものと推測

される。 

 

ク PT検査における虚偽記載 

(ア)事例の概要・評価 

a  事例の概要 

製品完成段階の検査（完成検査）の浸透探傷試験6（PT試験）において製品

に欠陥が認められたため、製品表面をグラインダーで研削すること（グライン

ダー加工）により欠陥を除去して再度 PT検査（再 PT検査）を行って検査合格

になったにもかかわらず、検査成績書において、グラインダー加工前の検査

（完成検査の初回検査）において合格したかのように検査実施日等の虚偽記

載をして、その内容を顧客に報告していた事例である。 

 

b  評価 

原子力製品では、完成検査の PT検査において、製品の余肉内深さの欠陥が

検出された場合は、グラインダー加工により余肉部分を研削しても製品の仕

様寸法を確保できることから、製品表面のグラインダー加工を行って欠陥を

除去してから再 PT検査を行うことが許容されている7。この場合、グラインダ

 
6 浸透探傷試験（Penetrant Testing）とは、材料の表層部欠陥及び表面開口欠陥を検出す

る非破壊検査法の一つである。試験体表面に色の付いた浸透液を塗布し、欠陥の中に浸透

させた後、洗浄剤で表面に残った浸透液を除去し、欠陥の中に残った浸透液を現像剤の微

粉末で吸い出すことにより出現する像に光を当てて観察することにより、材料の表層部欠

陥及び表面開口欠陥を検出することができる。 
7 社内調査委員会調査では、表面小傷補修作業の報告義務について言及されているが、当

委員会の調査では、製品余肉内の表面小傷補修作業の顧客への報告義務が記載された検査

要領は不見当であった。 
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ー加工前の初回検査では検査不合格であったことから、検査成績書には、再検

査の日付で検査合格であることを記載する必要があるところ、完成検査の初

回検査で合格したかのように、検査実施日等の虚偽記載を行ったものである。 

 

(イ)発生時期・件数 

ヘッド材に関する事例１件（2021年）の他に、2019年（2件、うち 1件は PT

検査の立会検査後にグラインダー加工による欠陥除去をしたもの）、2021 年（1

件、「検査実施日」、「検査者」、PT検査時の「製品温度」を虚偽記載したもの）で

も確認された。 

 

(ウ)関係部署・関与者 

a  実行者 

本不適切行為においては、製品部が、連絡票により、機械課に対してグライ

ンダー加工をして欠陥箇所を除去することを、検査グループに対して再 PT検

査を行うことを依頼し、機械課がグラインダー加工を行い、検査グループが再

PT をして完成検査が合格になったにもかかわらず、検査グループが、検査成

績書において、完成検査の初回検査で合格したかのように、検査実施日等の虚

偽記載を行っている。 

 

b  認識者 

上記 a の実行者のほか、当該連絡票は、品質保証グループに配布されてお

り、品質保証グループにおいても、本不適切行為は認識されていたものと推測

される。 

 

ケ 表面欠陥除去に伴う虚偽記載 

(ア)事例の概要・評価 

a  事例の概要 

製品完成段階の検査（完成検査）の浸透探傷試験（PT検査)において製品に

欠陥が検出されたため、製品表面をグラインダーで研削すること（グラインダ

ー加工）により欠陥を除去したにもかかわらず、グラインダー加工後に MT検

査を行わなかった事例である。 

 

b  評価 

原子力製品では、完成検査の PT 検査（完成 PT検査）において、製品の余肉

内深さの欠陥が検出された場合は、グラインダー加工により余肉部分を研削

しても製品の仕様寸法を確保できることから、製品表面のグラインダー加工
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を行って欠陥を除去することが許容されており、かかる場合、一部の製品では、

仕様書において、グラインダー加工後に MT検査を行うことが要求されている

が、当該要求がある製品について製品表面のグラインダー加工を行って PT検

査で発見された欠陥を除去したにもかかわらず、グラインダー加工後に MT検

査を実施せず、検査成績書及び追跡文書に、完成検査の初回検査で合格したか

のような虚偽記載を行ったものである。 

 

(イ)発生時期・件数 

リング材付属品に関する事例 1 件（2021 年）の他に、ヘッド材に関する事例

1件（2021年）でも確認された。 

 

(ウ)関係部署・関与者 

本不適切行為においては、製品部が、連絡票により、機械課に対してグライン

ダー加工をして欠陥箇所を除去することを、検査グループに対して再 PT検査を

行うことを依頼し、機械課がグラインダー加工を行ったにもかかわらず、検査グ

ループ及び品質保証グループが、MT 検査が不要であるかのような虚偽記載を行

っており、これらの部署において本不適切行為が認識されていた。 

 

(2) 原子力製品に関する特記事項 

上記(1)の事例は、いずれも当委員会主導によるデジタルフォレンジック調査等を

通じて得られた証拠を通じて解明された事例である。また、これらの事例の発見の端

緒となった連絡票については、2021 年度分以前の採番台帳が開示されていないほか

（M&Eによれば毎年データファイルを上書きして破棄しているとのことであるが、確

認はできなかった。）、紙ベースでの原本について採番順の保存はしていないとのこ

とであり、かつ、連絡票自体が、当委員会が開示依頼した 2018年から 2021年までの

4年分のうち、約 77.3%しか特別調査委員会に開示されておらず（下表参照）、未開示

の約 22.7%については検証できなかった（連絡票の内容の大半は製造工程等の工程間

連絡であり、品質に関係するものが多いわけではなく、M&Eによれば採番したものの

発行していないものや、欠番もあるとの説明を受けているが、確認できなかった。）。 

 

開示を受けた連絡票の数 

西暦 開示件数 全件数※ 開示率 

2018 年 518件 629件 82.4% 

2019 年 480件 601件 79.9% 

2020 年 493件 683件 72.2% 

2021 年 495件 657件 75.3% 

4 年分合計 1,986 件 2,570 件 77.3% 

※全件数は、その年に発行された連絡票の最後の番号による。 
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ただし、原子力製品の製造工程においては頻繁に顧客立会が実施されているため、

不適切行為実施が可能な場面が限られていることや、少なくとも発見された不適切

行為はいずれも製造工程において生じた突発的な事象に端を発した応急措置的な事

象がほとんどであること、また、製造中の製品について欠陥等が生じた場合に不適合

連絡票（NCR）を発行して顧客と相談しているケースが散見されたことについても、

念のため付言しておく。 

M&E によれば、原子力製品の 2014 年以降の被検査品件数は以下のとおりであり、

これらの検査成績書及び社内検査記録は全数保管されているとのことである。 

 

・ 2014年  386件（本体 95件、付属品 291件） 

・ 2015年  116件（本体 76件、付属品 40件） 

・ 2016年  102件（本体 83件、付属品 19件） 

・ 2017年  294件（本体 89件、付属品 205件） 

・ 2018年  117件（本体 55件、付属品 62件） 

・ 2019年  125件（本体 81件、付属品 44件） 

・ 2020年  192件（本体 73件、付属品 119件） 

・ 2021年  285件（本体 105件、付属品 180件） 

 

3  鋳鋼製品 

(1) 確認された不適切行為 

鋳鋼製品に係る不適切行為としては、以下のアないしウの事例が確認された。 

 

ア 硬さ試験の結果の改ざん 

(ア)事例の概要・評価 

完成品の非破壊検査において、硬さ試験の数値が仕様を逸脱するものだった

ことから、硬さ試験の数値を書き換えて、検査成績書に記載した事例である。 

硬さ試験の結果が仕様を逸脱していたにもかかわらず、製品部発行の連絡票

の指示等に基づき、顧客に対しては仕様の範囲内に収まる硬さの数値をもって

報告したものである。 

実施した検査の結果を改ざんし、当該虚偽の検査結果を顧客に対して提示す

る行為であり、不適切行為に該当する。 

 

(イ)発生時期・件数 

連絡票の指示等に基づき、硬さ試験の値を改ざん事例が複数確認され、確認さ

れた事例は、2007年から 2022年の間に 6件であった。 
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これらの事例の中には、硬さ試験の再試験を実施したかのような虚偽の社内

検査記録を作成した事例のほか、1 回目の硬さ試験について社内検査記録の数字

を改ざんして客先向けの硬さ試験記録を作成している事例、又は連絡票によら

ずに硬さの値の報告値を指示していた事例もあった。本不適切行為は、同じ時期

に、同一の顧客に対する工事で集中している。硬さ試験成績が不合格になったの

であれば、製品に補修を加えて硬さの再試験を実施する対応や、客先に対して硬

さの仕様の変更を申し入れる対応を取ることが考えられた。しかしながら、製品

部の説明では、一度仕様として合意した内容を変更することについて承認を得

ることが困難な傾向にある顧客であり、このことが硬さ試験の成績の改ざんが

同時期に集中した一因となったということである。 

 

(ウ)関係部署・関与者 

a  実行者 

製品部が、硬さ試験の数値の書き換えを指示する連絡票を作成し、連絡票の

発行を受けた検査グループが、製品部から知らされた値を用いて客向けの硬

さ試験成績表を作成していた。 

このように、硬さ試験の結果の改ざんは、製品部と検査グループによって共

同で実行されていたが、実質的に改ざんを主導していたのは、不合格の報告を

受けて硬さの値を変更することを発意し、硬さ報告値を人為的に作出してい

た製品部だった。 

 

b  認識者 

製品部では、連絡票の作成に関与した者が、検査グループでは、社内の非破

壊検査記録の作成や承認に関与した者が、硬さ試験の結果の改ざんを認識し

ていたと推測される。 

 

イ 引張試験の結果の改ざん 

(ア)事例の概要・評価 

材料試験としての引張試験に関して、焼きならし焼戻し後（NT 後）の時期に

実施した試験の数値をもって、応力除去焼きなまし後（SR 後）の時期に実施し

た試験の数値として客先への検査成績書に記載した事例である。 

この事例においても、製品部発行の連絡票に基づき、引張試験の結果の数値を

書き換えたものである。 

実施した検査の結果を改ざんし、当該虚偽の検査結果を顧客に対して提示す

る行為であり、不適切行為に該当する。 
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(イ)発生時期・件数 

a  発生時期 

工事の直接の担当者から話を聴くことはできなかったため、不適切行為の

開始経緯は判然としない。また、焼きならし焼戻し後及び応力除去焼きなまし

後のいずれの引張試験の数値も仕様の範囲内ではあったため、仕様を逸脱し

た数値を仕様の範囲内に留めるためのものだったとは認められない。 

製品部説明によれば、焼きならし焼戻し後と応力除去焼きなまし後では、応

力除去焼きなまし後のほうが引張試験の数値が低くなるのが通常とのことで

ある。連絡票の記載も考慮すると、焼きならし焼戻し後の数値よりも応力除去

焼きなまし後の引張試験の数値が高くなったことから、応力除去焼きなまし

後の引張試験の数値を報告することに問題があると判断して、何らかの意図

をもって焼きならし焼戻し後の数値の入替えをした可能性が高い。 

 

b  件数 

確認された事例は本件 1件（2007年）であった。 

 

(ウ)関係部署・関与者 

a  実行者 

「焼きならし焼戻し後」及び「応力除去焼きなまし後」の引張試験の数値の

入れ替えを指示する連絡票は、製品部によって発行されており、当該指示に基

づいて検査グループが、客向けの材料試験成績表を作成している。そのため、

不適切行為の実行者は、製品部及び検査グループだったといえる。 

 

b  認識者 

連絡票の配布先には、鋳造部企画管理グループ、素形材製造部熱加工課及び

日鋼検査サービス材試も含まれていたことから、鋳造部企画管理グループ、素

形材製造部熱加工課及び日鋼検査サービス材試も不適切行為を認識していた

ものと推測される。 

 

ウ レードル分析値又はチェック分析値の改ざん 

(ア)事例の概要・評価 

溶塊段階の材料の化学成分分析（レードル分析）や完成品の化学成分分析（チ

ェック分析）の検査において、特定の化学成分の成分量について、その成分の数

値を書き換えて客先への検査成績書に記載した事例である。 

化学成分分析の数値が仕様を逸脱していたにもかかわらず、製品部発行の連

絡票等に基づき、顧客に対しては、当該数値が仕様に合致していたかのように報
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